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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　熱可塑性樹脂１００重量部に、
下記一般式〔１〕
【化１】

（式中、Ｍが、Ｎ－ｎ－ブチル－３－メチルピリジニウム又はＮ－ｎ－オクチル－３－メ
チルピリジニウムを示す。）で示されるビス（フルオロスルホニル）イミド塩を、ポリエ
ーテルポリオール中に５～２５重量％の範囲で含有されている導電性付与剤
が０．１～５０重量部添加されてなることを特徴とする導電性材料。
【請求項２】
　ゴム又はエラストマー１００重量部に、
下記一般式〔１〕
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【化２】

（式中、Ｍが、Ｎ－ｎ－ブチル－３－メチルピリジニウム又はＮ－ｎ－オクチル－３－メ
チルピリジニウムを示す。）で示されるビス（フルオロスルホニル）イミド塩を、ポリエ
ーテルポリオール中に５～２５重量％の範囲で含有されている導電性付与剤
が０．１～５０重量部添加されてなることを特徴とする導電性材料。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の導電性材料を成型してなることを特徴とする導電性部材。
【請求項４】
　請求項１又は２に記載の導電性材料を、有機溶剤に溶解してなることを特徴とするコー
ティング剤。
【請求項５】
　請求項４に記載のコーティング剤を基材上に塗布乾燥し形成されてなることを特徴とす
るコーティング組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱可塑性樹脂、紫外線硬化剤、ゴム、エラストマー又は粘着剤などに添加し
、樹脂あるいは基材等に導電性を付与するために用いる導電性付与剤及び該導電性付与剤
が添加されてなる導電性材料に関する。
【背景技術】
【０００２】
　熱可塑性樹脂、紫外線硬化剤、ゴム、エラストマー又は粘着剤等に導電性付与剤が添加
されてなる導電性材料は、防塵シート、帯電防止フィルム、除電マット、帯電防止床材な
どの導電性シート、電子写真式プリンターや複写機の導電性ロール（帯電ロール、現像ロ
ール、転写ロールなど）、磁気記録媒体用基材、半導体用素材、液晶ディスプレイなどの
保護フィルムなどに用いられている。
【０００３】
　従来、導電性付与剤に使用されるイオン導電剤として、過塩素酸リチウムが知られてい
る（例えば特許文献１参照）。過塩素酸リチウムは、他のイオン導電剤と比較して帯電防
止性、すなわち導電性に優れ、さらに安価であるためコスト的に非常に有利なイオン導電
剤であるが、該化合物は消防法に定める危険物第１類に属する酸化性固体であり、可燃物
と混合すると発熱、発火の危険性があるため、取り扱い上、特段の注意を要し、樹脂等へ
の添加量が制限される。すなわち、導電性に優れた導電性材料を得るべく、高濃度の過塩
素酸リチウムを添加した導電性付与剤の製造は、安全面から困難を伴うものである。
【０００４】
　近年、イオン導電剤として、ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド酸リチウム
やトリス（トリスフルオロメタンスルホニル）メタン酸リチウム等の含フッ素有機アニオ
ン塩類を用いた導電性付与剤が提案されている（例えば特許文献２参照）。該化合物は、
比較的導電性が良好で、相溶性が良いなど導電性材料として優れた特性を有している。し
かし近年では更に高い導電性を有する導電性材料の開発が望まれている。
【０００５】
【特許文献１】特開平８－１７６２５５号公報
【特許文献２】特開２００２－１４６１７８号公報
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【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の目的は、熱可塑性樹脂、紫外線硬化剤、ゴム、エラストマーまたは粘着剤など
へ混練する際に、相溶性良く簡便に混練することができ、非常に高い導電性を付与させる
ことができる導電性付与剤及び導電性材料を提供することである。また、該導電性材料を
使用し、ブリード等発生せず、安定性に優れた導電性部材、導電性フィルムを提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　前記課題に鑑み、本発明者らは鋭意検討した結果、イオン導電剤として、ビス（フルオ
ロスルホニル）イミド塩をポリエーテルポリオールに溶解させてなる導電性付与剤が、前
記課題を解決し得ることを見いだし、本発明を完成するに至った。
【０００８】
　すなわち本発明は、以下の（１）～（１２）に示すものである。
【０００９】
　（１）下記一般式〔１〕
【００１０】
【化１】

（式中、Ｍはカチオン成分を示す。）
で示されるビス（フルオロスルホニル）イミド塩が、ポリエーテルポリオールに溶解され
てなる導電性付与剤。
【００１１】
　（２）前記Ｍが、リチウム、ナトリウム、カリウムからなる群から選ばれる少なくとも
１つであることを特徴とする前記（１）に記載の導電性付与剤。
【００１２】
　（３）前記Ｍが、下記一般式〔２〕
【００１３】
【化２】

（式中、Ｒ１は炭素数１～１８のアルキル基又は炭素数１～１８のハロゲン化アルキル基
を示し、Ｒ２は水素、炭素数１～４のアルキル基又は炭素数１～４のハロゲン化アルキル
基を示す。）、
及び下記一般式〔３〕
【００１４】
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【化３】

（式中、Ｒ３は炭素数１～１８のアルキル基又は炭素数１～１８のハロゲン化アルキル基
を示し、Ｒ４及びＲ５はそれぞれ同一であっても異なっていてもよい水素、炭素数１～４
のアルキル基又は炭素数１～４のハロゲン化アルキル基を示す。）、
からなる群から選ばれる少なくとも１つであることを特徴とする前記（１）に記載の導電
性付与剤。
【００１５】
　（４）前記ポリエーテルポリオールが、ポリオキシエチレングリコール、ポリオキシプ
ロピレングリコール、ポリテトラメチレンエーテルグリコール、ポリオキシエチレングリ
コール－ポリオキシプロピレングリコールブロック共重合体及びポリエチレン主鎖とポリ
オキシアルキレングリコール側鎖で構成されるポリエーテルポリオールからなる群から選
ばれる少なくとも１種であることを特徴とする前記（１）～（３）のいずれかに記載の導
電性付与剤。
【００１６】
　（５）前記ビス（フルオロスルホニル）イミド塩が、前記ポリエーテルポリオール中に
１～５０重量％の範囲で含有されてなることを特徴とする前記（１）～（４）のいずれか
に記載の導電性付与剤。
【００１７】
　（６）熱可塑性樹脂１００重量部に、前記（１）～（５）のいずれかに記載の導電性付
与剤が０．１～５０重量部添加されてなることを特徴とする導電性材料。
【００１８】
　（７）ゴム又はエラストマー１００重量部に、前記（１）～（５）のいずれかに記載の
導電性付与剤が０．１～５０重量部添加されてなることを特徴とする導電性材料。
【００１９】
　（８）紫外線硬化剤１００重量部に、前記（１）～（５）のいずれかに記載の導電性付
与剤が０．１～５０重量部添加されてなることを特徴とする導電性材料。
【００２０】
　（９）粘着剤１００重量部に、前記（１）～（５）のいずれかに記載の導電性付与剤が
０．１～５０重量部添加されてなることを特徴とする導電性材料。
【００２１】
　（１０）前記（６）～（９）のいずれかに記載の導電性材料を成型してなることを特徴
とする導電性部材。
【００２２】
　（１１）前記（６）～（９）のいずれかに記載の導電性材料を、有機溶剤に溶解してな
ることを特徴とするコーティング剤。
【００２３】
　（１２）前記（１１）に記載のコーティング剤を基材上に塗布乾燥して形成されてなる
ことを特徴とするコーティング組成物。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明の導電性付与剤は、イオン導電剤としてビス（フルオロスルホニル）イミド塩が
含有されてなり、これを用いたことにより、樹脂等への相溶性、特にポリエーテルポリオ
ールとの相溶性に優れた導電性付与剤が得られ、該導電性付与剤を含んだ導電性材料は、
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樹脂あるいはゴム表面へのブリードによる汚染が低減されるという効果を有する。その上
、該導電性付与剤を用いた導電性材料は導電性が非常に高く、極めて優れた電気特性を発
現し、また従来知られているイオン導電剤に比べ樹脂への添加量を低減できるため経済性
にも優れる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　以下、本発明の導電性付与剤について詳細に説明する。
【００２６】
　本発明でいう導電性付与剤とは、イオン導電剤をポリエーテルポリオールに溶解させた
ものである。
【００２７】
　本発明は、イオン導電剤として、下記一般式〔１〕で表されるビス（フルオロスルホニ
ル）イミド塩がポリエーテルポリオールに溶解されてなることを特徴とする導電性付与剤
である。ビス（フルオロスルホニル）イミド塩は導電性、耐熱性に優れ、また、樹脂等と
の相溶性、特にポリエーテルポリオールとの相溶性に優れる。
【００２８】
　一般式〔１〕
【００２９】
【化４】

（式中、Ｍはカチオン成分を示す。）
【００３０】
　ビス（フルオロスルホニル）イミド塩における前記カチオン成分としては特に制限がな
いが、特にリチウム、ナトリウム、カリウムからなる群から選ばれる少なくとも１つのア
ルカリ金属であることが好ましい。
【００３１】
　また、前記カチオン成分が、下記一般式〔２〕又は〔３〕で表されるビス（フルオロス
ルホニル）イミド塩も特に好適に用いることができる。
【００３２】
　一般式〔２〕
【００３３】

【化５】

（式中、Ｒ１は炭素数１～１８のアルキル基又は炭素数１～１８のハロゲン化アルキル基
を示し、Ｒ２は水素、炭素数１～４のアルキル基又は炭素数１～４のハロゲン化アルキル
基を示す。）
【００３４】
　一般式〔３〕
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【００３５】
【化６】

【００３６】
　（式中、Ｒ３は炭素数１～１８のアルキル基又は炭素数１～１８のハロゲン化アルキル
基を示し、Ｒ４及びＲ５はそれぞれ同一であっても異なっていてもよい水素、炭素数１～
４のアルキル基又は炭素数１～４のハロゲン化アルキル基を示す。）
【００３７】
　本発明に用いられる一般式〔２〕で表されるカチオンとしては、Ｎ－イソプロピル－３
－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－イソプロピル－４－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－
イソプロピル－３－エチルピリジニウムイオン、Ｎ－イソプロピル－４－エチルピリジニ
ウムイオン、Ｎ－ｎ－プロピル－３－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－プロピル－４
－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－プロピル－３－エチルピリジニウムイオン、Ｎ－
ｎ－プロピル－４－エチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－ブチル－３－メチルピリジニウ
ムイオン、Ｎ－ｎ－ブチル－４－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－ブチル－３－エチ
ルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－ブチル－４－エチルピリジニウムイオン、Ｎ－エチル－
３－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－エチル－４－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－エチ
ル－３－エチルピリジニウムイオン、Ｎ－エチル－４－エチルピリジニウムイオン、Ｎ－
ｎ－ヘキシル－３－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－ヘキシル－４－メチルピリジニ
ウムイオン、Ｎ－ｎ－ヘキシル－３－エチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－ヘキシル－４
－エチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－オクチル－３－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－
ｎ－オクチル－４－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－オクチル－３－エチルピリジニ
ウムイオン、Ｎ－ｎ－オクチル－４－エチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－ドデシル－３
－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－ドデシル－４－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－
ｎ－ドデシル－３－エチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－ドデシル－４－エチルピリジニ
ウムイオン、Ｎ－ｎ－オクタデシル－３－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－オクタデ
シル－４－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－オクタデシル－３－エチルピリジニウム
イオン、Ｎ－ｎ－オクタデシル－４－エチルピリジニウムイオン、Ｎ－イソプロピルピリ
ジニウムイオン、Ｎ－ｎ－ブチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－ヘキシルピリジニウムイ
オン、Ｎ－ｎ－オクチルピリジニウムイオンなどが挙げられるが、本発明はこれらに限定
されるものではない。また、上記カチオンのうち特に、Ｎ－イソプロピル－３－メチルピ
リジニウムイオン、Ｎ－イソプロピル－４－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－プロピ
ル－３－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－プロピル－４－メチルピリジニウムイオン
、Ｎ－ｎ－ブチル－３－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－ブチル－４－メチルピリジ
ニウムイオン、Ｎ－エチル－３－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－エチル－４－メチルピ
リジニウムイオンはピリジン環のアルキル基が短く、且つピリジン環窒素のアルキル基が
適度の長さである為マトリックスポリマーへのアンカー効果が適度に小さいことなどから
、カチオンの輸率が大きく高い導電率が得られる。
【００３８】
　本発明に用いられる一般式〔３〕で表されるカチオンとしては、Ｎ－イソプロピル－３
，４－ジメチル－ピリジニウムイオン、Ｎ－イソプロピル－３－エチル－４－メチルピリ
ジニウムイオン、Ｎ－ｎ－プロピル－３，４－ジメチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－プ
ロピル－３－エチル－４－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－ブチル－３，４－ジメチ
ルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－ブチル－３－エチル－４－メチルピリジニウムイオン、
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Ｎ－エチル－３，４－ジメチルピリジニウムイオン、Ｎ－エチル－３－エチル－４－メチ
ルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－ヘキシル－３，４－ジメチルピリジニウムイオン、Ｎ－
ｎ－ヘキシル－３－エチル－４－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－オクチル－３，４
－ジメチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－オクチル－３－エチル－４－メチルピリジニウ
ムイオン、Ｎ－ｎ－ドデシル－３，４－ジメチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－ドデシル
－３－エチル－４－メチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－オクタデシル－３，４－ジメチ
ルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－オクタデシル－３－エチル－４－メチルピリジニウムイ
オンなどが挙げられるが、本発明はこれらに限定されるものではない。また、上記カチオ
ンのうち特に、Ｎ－イソプロピル－３，４－ジメチル－ピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－プ
ロピル－３，４－ジメチルピリジニウムイオン、Ｎ－ｎ－ブチル－３，４－ジメチルピリ
ジニウムイオン、Ｎ－エチル－３，４－ジメチルピリジニウムイオンはピリジン環のアル
キル基が短く、且つピリジン環窒素のアルキル基が適度の長さである為マトリックスポリ
マーへのアンカー効果が適度に小さいことなどから、カチオンの輸率が大きく高い導電率
が得られる。
【００３９】
　前記ビス（フルオロスルホニル）イミド塩は安定性が高く、発熱、発火等の危険性がな
く、ポリエーテルポリオールに溶解させることにより、安全性が高く、相溶性に優れ、高
導電性の導電性付与剤が得られる。
【００４０】
　前記ポリエーテルポリオールとしては、ポリオキシエチレングリコール、ポリオキシプ
ロピレングリコール、ポリテトラメチレンエーテルグリコール、ポリオキシエチレングリ
コール－ポリオキシプロピレングリコールブロック共重合体及びポリエチレン主鎖とポリ
オキシアルキレングリコール側鎖とで構成されるポリエーテルポリオールからなる群の少
なくとも１種を用いることにより、導電性を高めるとともに、熱可塑性樹脂またはゴム、
エラストマー、紫外線硬化剤及び粘着剤への相溶性をさらに向上させることができ好まし
い。
【００４１】
　前記ビス（フルオロスルホニル）イミド塩の添加量については、該ビス（フルオロスル
ホニル）イミド塩が溶解できる範囲であれば特に制限がないが、得られる導電性付与剤の
電気特性、ハンドリング、経済性等の面から、好ましくは該ポリエーテルポリオールにビ
ス（フルオロスルホニル）イミド塩が１～５０重量％の範囲で添加される。より好ましく
は５～２５重量％の範囲で添加される。
【００４２】
　次に、本発明の導電性材料について、以下に説明する。
【００４３】
　本発明でいう導電性材料とは、前記導電性付与剤を樹脂等に混合した導電性材料であっ
て、主にコーティング用途に好適に用いられる導電性材料をいう。
【００４４】
　本発明は、熱可塑性樹脂、ゴムまたはエラストマー、紫外線硬化剤または粘着剤に前記
導電性付与剤が添加混合されてなる導電性材料である。
【００４５】
　前記熱可塑性樹脂としては、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン等
のポリオレフィン系樹脂、ポリアセタール、ポリアクリレート、ポリアクリル樹脂、ポリ
フェニレンエーテル、ポリスチレン、ポリエーテルケトン、ポリエチレンテレフタレート
、ポリエステル樹脂、ポリカーボネート、ポリウレタン樹脂、ポリアミド樹脂、ポリ塩化
ビニル樹脂、ポリ塩化ビニリデン、ポリイミド、ポリエーテルイミド、ポリアミドイミド
、ポリフェニレンサルファイド、ポリサルホン、エポキシ樹脂等があげられる。得られる
導電性材料の導電性に優れる点から、ポリアクリル樹脂、ポリエステル樹脂、ポリウレタ
ン樹脂、ポリアミド樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、エポキシ樹脂の少なくとも１種が好まし
い。



(8) JP 5187808 B2 2013.4.24

10

20

30

40

50

【００４６】
　前記熱可塑性樹脂に対する本発明の導電性付与剤の添加量は特に制限がないが、好まし
くは、熱可塑性樹脂１００重量部に対し、前記導電性付与剤を０．１～５０重量部添加さ
れてなるものであり、さらに好ましくは熱可塑性樹脂１００重量部に対し、前記導電性付
与剤を５～２５重量部添加されてなるものである。
【００４７】
　また、前記ゴムまたはエラストマーとしては、例えば、ウレタンゴム、アクリルゴム、
アクリロニトリル／ブタジエンゴム、エピクロルヒドリンゴム、エピクロルヒドリン／エ
チレンオキサイド共重合体ゴム、シリコンゴム、フルオロオレフィン／ビニルエーテル共
重合体ウレタンゴム、スチレン／ブタジエン共重合体ゴム及びそれらの発泡体からなる群
から選ばれる少なくとも１種があげられる。
【００４８】
　前記ゴムまたはエラストマーに対する本発明の導電性付与剤の添加量は特に制限がない
が、好ましくは、ゴムまたはエラストマー１００重量部に対し、前記導電性付与剤を０．
１～５０重量部添加されてなるものであり、さらに好ましくはゴムまたはエラストマー１
００重量部に対し、前記導電性付与剤を５～２５重量部添加されてなるものである。
【００４９】
　また、前記紫外線硬化剤としては、例えば、ジイソシアネート類、単官能基あるいは多
官能基を有するアクリレート、アクリル酸又はメタクリル酸が挙げられる。該ジイソシア
ネート類とポリエーテルポリオールとを反応させることによりウレタン化し、ついで単官
能基あるいは多官能基を有するアクリレートと反応させることによってポリウレタンアク
リレートからなる紫外線硬化型樹脂を得ることができる。また、アクリル酸またはメタク
リル酸をポリエーテルポリオールに添加し、脱水エステル化反応させることによっても紫
外線硬化型樹脂を得ることも可能である。
【００５０】
　紫外線硬化型樹脂を得るための前記ポリエーテルポリオールとしては、例えば、ポリオ
キシエチレングリコール、ポリオキシプロピレングリコール、ポリオキシエチレングリコ
ールとポリオキシプロピレングリコールのブロック共重合体などがあげられる。
【００５１】
　前記ジイソシアネート類としては、トリレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソ
シアネート、イソホロンジイソシアネート、キシレンジイソシアネートなどがあげられる
。また、前記アクリレートとしては、トリメチロールプロパントリアクリレート、ペンタ
エリスリトールトリアクリレート、テトラメチロールメタントリアクリレート、ブタンジ
オールジアクリレート、ポリエチレングリコールジアクリレートなどがあげられる。
【００５２】
　前記紫外線硬化剤に対する本発明の導電性付与剤の添加量は特に制限がないが、好まし
くは、紫外線硬化剤１００重量部に対し、前記導電性付与剤を０．１～５０重量部添加さ
れてなるものであり、さらに好ましくは紫外線硬化剤１００重量部に対し、前記導電性付
与剤を５～２５重量部添加されてなるものである。
【００５３】
　また、前記粘着剤としては、例えば、ゴム系粘着剤、アクリル系粘着剤、シリコーン系
粘着剤などが挙げられる。ゴム系粘着剤としては天然ゴム、ＳＢＲ、あるいはポリブタジ
エン、ポリイソプレン、ポリスチレンなどのブロック共重合体からなる粘着剤が挙げられ
る。アクリル系粘着剤としてはアクリル酸ブチル、アクリル酸２エチルヘキシル、アクリ
ル酸エチル、アクリル酸などからなる粘着剤、及びエネルギー線硬化性無溶剤型アクリル
系粘着剤の原料としてはラウリルアクリレート、２-エチルヘキシルアクリレート、グリ
シジルアクリレート、エチルアクリレートなどが挙げられる。
【００５４】
　前記粘着剤に対する本発明の導電性付与剤の添加量は特に制限がないが、好ましくは、
粘着剤１００重量部に対し、前記導電性付与剤を０．１～５０重量部添加されてなるもの
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であり、さらに好ましくは粘着剤１００重量部に対し、前記導電性付与剤を５～２５重量
部添加されてなるものである。
【００５５】
　前記熱可塑性樹脂、ゴム、エラストマー、紫外線硬化剤または粘着剤１００重量部に対
し、本発明の導電性付与剤が、０．１～５０重量部添加されてなることを特徴とする導電
性材料において、導電性付与剤の添加量が０．１重量部未満の場合、導電性が不十分とな
る場合があり、また、５０重量部より超の場合、導電性は十分であるが、ブリードや滲み
だしが発生しやすくなる場合がある。
【００５６】
　本発明の導電性材料をフィルム状、シート状あるいはロール状等所望の形状に成形する
ことによって、防塵シート、帯電防止フィルム、除電マット、帯電防止床材などの導電性
シート、電子写真式プリンターや複写機の導電性ロール（帯電ロール、現像ロール、転写
ロールなど）、磁気記録媒体用基材、半導体用素材、液晶ディスプレイなどの保護フィル
ムなどに用いる導電性部材とすることができる。
【００５７】
　また、本発明の導電性材料を、適切な可溶性溶媒に溶解させることにより、コーティン
グ剤として用いることができ、該コーティング剤を、樹脂フィルム、ガラス等の基材に塗
布した後、乾燥、硬化させることにより、これら基材表面に導電性塗膜が形成されてなる
コーティング組成物とすることが可能である。
【００５８】
　基材としては、ポリエチレンテレフタレートフィルム（以下、「ＰＥＴフィルム」と略
記する。）、ポリエステルフィルム、ＰＣ（ポリカーボネート）、ＰＳ（ポリスチレン）
、アクリル、ＴＡＣ（セルローストリアセテート）、ポリエチレンフィルム、ポリプロピ
レンフィルム等が挙げられる。
【００５９】
　コーティング剤とする際の溶媒としては、トルエン、メチルエチルケトン、酢酸エチル
、酢酸ブチル、イソプロピルアルコール等が挙げられる。また、該溶媒の添加量としては
特に制限がないが、好ましくは、導電性材料１０重量部に対し、溶媒を１０～９０重量部
の範囲で添加したものである。また、コーティング方法については公知の方法を用いる事
ができる。
【実施例】
【００６０】
　以下、本発明を、実施例によりさらに詳細に説明する。なお、本発明は実施例により、
なんら限定されない。なお実施例中、「部」は「重量部」を表す。
【００６１】
　実施例１
　ポリエーテルポリオールとしてポリオキシエチレングリコール－ポリオキシプロピレン
グリコールブロック共重合体（日本油脂（株）、ＰＬＯＮＯＮ１０４）（以下、「ＰＥＯ
－ＰＰＯ」と略記する。）９０部に、ビス（フルオロスルホニル）イミド塩として、リチ
ウムビス（フルオロスルホニル）イミド（以下、「ＬＳＩ」と略記する。）１０部を加え
た後、温度７０℃で加熱混練し導電性付与剤を得た。
【００６２】
　ついで、熱可塑性樹脂であるメタクリル樹脂（三菱レーヨン（株）、アクリペットＩＲ
Ｈ－７０、）（以下、「ＰＭＭＡ」と略記する。）９０部に、先に得られた導電性付与剤
１０部を添加し、テストロール機（日新科学（株）製、ＨＲ－２型）中、温度１８０℃で
加熱、混練させて、厚さ１ｍｍの導電性シートを得た。
【００６３】
　得られた導電性シートの温度２３℃、湿度４０％における表面抵抗を、表面抵抗測定機
（三菱化学（株）製、ＨＴ－２１０）を用いて測定した結果を表１に示す。また、表面へ
のブリード性の確認は、導電性シートを２つに折り曲げ、温度４０℃、湿度８０％の環境
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下１００日間放置した後、導電性付与剤の滲みだしの有無を目視で観察することにより行
った。結果を表１に示す。
【００６４】
　実施例２
　ポリエーテルポリオールとしてＰＥＯ－ＰＰＯ８０部に、ビス（フルオロスルホニル）
イミド塩として、Ｎ－n－ブチル－３－メチルピリジニウムビス（フルオロスルホニル）
イミド（以下、「ＢＰＳＩ」と略記する。）２０部を加えた後、温度７０℃で加熱混練し
導電性付与剤を得た。
【００６５】
　ついで、熱可塑性樹脂であるポリウレタン樹脂（大日本インキ化学工業（株）、パンデ
ックスＴ－８１９０Ｎ）（以下、「ＰＵ」と略記する。）９０部に、先に得られた導電性
付与剤１０部を添加し、テストロール機（日新科学（株）製、ＨＲ－２型）中、温度１８
０℃で加熱、混練させて、厚さ１ｍｍの導電性シートを得た。
【００６６】
　得られた導電性シートについて、実施例１と同様に評価した結果を表１に示す。
【００６７】
　実施例３
　ポリエーテルポリオールとしてＰＥＯ－ＰＰＯ８０部に、ビス（フルオロスルホニル）
イミド塩として、Ｎ－ｎ－オクチル－３－メチルピリジニウムビス（フルオロスルホニル
）イミド（以下「ＯＰＳＩ」と略記する。）２０部を加えた後、温度７０℃で加熱混練し
導電性付与剤を得た。
【００６８】
　ついで、発泡性ゴムであるウレタン（日本ポリウレタン工業（株）、ニッポラン５１１
９）（以下、「ＵＲ」と略記する。）９０部に、先に得られた導電性付与剤１０部を添加
し、温度１１０℃で加熱、混練させて発泡及び架橋させた後、成型用金型に流し込んで、
厚み１２ｍｍの導電性ゴム成型体を得た。
【００６９】
　得られた導電性シートについて、実施例１と同様に評価した結果を表１に示す。
【００７０】
　比較例１
　イオン導電剤にビス（トリフルオロメタン）スルホニルイミド酸リチウム（以下、「Ｌ
ＴＳＩ」と略記する。）１０部を用いた以外は、実施例１と同様にして、導電性シートを
得た。得られた導電性シートについて、実施例１と同様にして、評価した。結果を表１に
示す。実施例１から実施例３との比較においてＬＴＳＩを用いた場合、表面抵抗値は実施
例のものより低く、またブリードの発生が観察された。
【００７１】
【表１】

【００７２】
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　実施例４
　ポリエーテルポリオールであるポリオキシエチレングリコール－ポリオキシプロピレン
グリコールブロック共重合体（日本油脂（株）、ＰＬＯＮＯＮ２０１）（以下、「ＰＥＯ
－ＰＰＯ」と略記する。）９０部に、ビス（フルオロスルホニル）イミド塩として、ＬＳ
Ｉ１０部を溶解させ、導電性付与剤を得た。
【００７３】
　得られた導電性付与剤１００部に、硬化剤としてトリレンジイソシアネート（日本ポリ
ウレタン工業（株）：コロネートＬ）（以下、「ＴＤＩ」と略記する。）４０部を添加し
、さらに有機溶媒として、メチルエチルケトン１００部を添加、溶解させて、コーティン
グ剤を得た。
【００７４】
　前記コーティング剤を、ＰＥＴフィルム上に、バーコーター（＃１０コーティングロッ
ド）を用いて塗布後、乾燥、硬化させて、厚み２μｍのウレタン樹脂からなる導電性塗膜
を形成させた導電性フィルムを作製した。
【００７５】
　得られた導電性フィルムについて、実施例１と同様にして、評価した。結果を表２に示
す。
【００７６】
　実施例５
　ＰＥＯ－ＰＰＯ８０部に、ビス（フルオロスルホニル）イミド塩としてＢＰＳＩ２０部
を添加、溶解させ、導電性付与剤を得た。
【００７７】
　得られた導電性付与剤１００部に、ＴＤＩ３５部を添加し、さらに溶媒として、メチル
エチルケトン１００部を添加、溶解させて、コーティング剤を得た。
【００７８】
　該コーティング剤を用い、実施例４と同様にして、ＰＥＴフィルム上に厚み２μｍのウ
レタン樹脂からなる導電性被膜を形成させ、得られた導電性フィルムを評価した。結果を
、表２に示す。
【００７９】
　実施例６
　ＰＥＯ－ＰＰＯ８０部に、ビス（フルオロスルホニル）イミド塩としてＯＰＳＩ２０部
を添加、溶解させ、導電性付与剤を得た。
【００８０】
　得られた導電性付与剤１００部に、ヘキサメチレンジイソシアネート（日本ポリウレタ
ン工業（株）製）（以下、「ＨＤＩ」と略記する。）３５部及びジブチルスズジラウレー
ト０．０１部を加え、８５℃で３時間ウレタン化反応を行った。次いで、トリメチロール
プロパントリアクリレート（以下、「ＴＰＴ」と略記する。）３０部、重合禁止剤ハイド
ロキノン０．１部を加え８０℃で４時間反応を行った。
【００８１】
　前記反応生成物１００部に、光重合開始剤（長瀬産業（株）：ダロキュア１１７３）を
４部及び、さらに溶媒として、メチルエチルケトン１００部を添加、溶解させて、コーテ
ィング剤を得た。
【００８２】
　該コーティング剤を、ＰＥＴフィルム上に、バーコーター（＃５コーティングロッド）
を用いて塗布後、１００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射し硬化させて、厚み２μｍのポリウ
レタンアクリレートからなる導電性塗膜を形成させ、導電性フィルムを得た。
【００８３】
　得られた導電性フィルムについて、実施例１と同様にして評価した結果を表２に示す。
【００８４】
　比較例２
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　イオン導電剤にＬＴＳＩ２０部を用いた以外は、実施例４と同様にしてウレタン樹脂か
らなる導電性塗膜を形成させ、導電性フィルムを得た。得られた導電性塗膜について、実
施例４と同様にして評価した結果、ＬＴＳＩを用いた場合、表面抵抗値は高くブリードが
発生した。結果を表２に示す。
【００８５】
【表２】

【産業上の利用可能性】
【００８６】
　本発明の導電性付与剤を用いてなる導電性材料は、耐ブリード性、耐熱性、帯電防止性
に優れ、長期間安定した特性を持続でき、また透明性にも優れているので、防塵シート、
除電マット及び帯電防止床材などの導電性シート、帯電防止フィルム、帯電防止剥離フィ
ルム、各種ディスプレイの帯電防止剤、粘着剤、導電性塗料、導電性コーティング剤、電
子写真式プリンターや複写機の導電性ロール（帯電ロール、クリーニングロール、現像ロ
ールなど）、ポリマー２次電池などの電気化学デバイス用電解質、磁気記録媒体用基材、
半導体用素材、液晶ディスプレイの保護フィルムなどへ適用できる。
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